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令和 5 年度 

大阪市更生療育センター事業報告書 

指定管理者 

団体名 社会福祉法人 大阪市障害者福祉・スポーツ協会 

主たる事務所の所在地 大阪市天王寺区東高津町 12番 10号大阪市立社会福祉センター内 

代表者 理事長 石田 易司（令和元年 6月 25日～令和 6年 3 月 31日） 

指定期間 令和 3年 4月 1日～令和 8年 3月 31日 

報告対象期間 令和 5年 4月 1日～令和 6年 3月 31日 

担当者 米倉慎二（大阪市更生療育センター 庶務係長） 

連絡先 社会福祉法人 大阪市障害者福祉・スポーツ協会 

大阪市更生療育センター 06-6797-6681 

管理運営方針 運営管理に際しては、障がいのある子ども・障がいのある人が可能な

限り住み慣れた地域での生活を実現し「その人らしく豊かで自立した

生活」が過ごせるように「主体性の尊重」「権利擁護」「地域生活推

進」を実現することを基本理念とします。 

上述の理念に準じて、利用者の機能・動作の向上又は改善・子どもの

発達に携わるとともに、障がいのある方・障がいのある子どもが地域

での日常生活に溶け込めるような生活全般に向けた支援をめざし、次

のような方針で施設の管理運営を行います。 

 

・各人の障がいの内容・程度に細かく対応する専門性の高いサービス

提供 

・比較的に短い期間で地域での、日常生活への順応・適応を支援する 

プログラムの実現 

・専門的見地より先駆的な療育・プログラムへの取り組み 

・各種関係機関との連携を重視 

・長年にわたる福祉施設の管理運営経験に基づく、施設特性を理解した

運営管理 
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利用実績（人数） 定員 10
生活介護 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
開館日数 20 20 22 20 22 20 21 20 20 19 19 20 243
登録者数（当月最大登録者数） 16 16 16 16 16 16 16 18 18 17 17 17 199
延利用者数 243 226 214 208 237 227 218 235 241 210 207 205 2,671

利用率 109.92%

利用実績（人数）
短期入所 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
登録者数（当月最大登録者数） 2 3 2 2 5 2 2 3 2 1 1 2 27
延利用者数 31 22 9 15 56 40 17 30 20 3 10 14 267

利用実績（人数） 定員 40
施設入所支援 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
開館日数 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 29 31 366
登録者数（当月最大登録者数） 30 31 30 28 29 30 29 33 34 33 35 35 377
延利用者数 900 921 900 868 874 871 899 893 1,040 1,023 1,004 1,079 11,272

利用率 76.99%

利用実績（人数） 定員 34
自立訓練（機能訓練） 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
開館日数 20 20 22 20 22 20 21 20 20 19 19 20 243
登録者数（当月最大登録者数） 26 27 24 23 24 25 23 27 26 25 26 27 303
延利用者数 382 360 319 330 373 352 352 322 350 340 361 379 4,220

利用率 51.08%

利用実績（人数） 定員 6
自立訓練（生活訓練） 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
開館日数 20 20 22 20 22 20 21 20 20 19 19 20 243
登録者数（当月最大登録者数） 7 7 7 5 5 5 6 6 7 7 8 8 78
延利用者数 103 109 130 92 105 93 119 114 129 121 142 148 1,405

利用率 96.36%

１ 施設の概要 

（１） 名称 大阪市立心身障がい者リハビリテーションセンター訓練棟 

（通称：大阪市更生療育センター） 

（２） 所在地 大阪市平野区喜連西 6-2-55 

（３） センターの概要 

① 開設年月日 昭和 59年 6月 1日 

② 構造 鉄筋コンクリート造り、地上 3階建 

③ 敷地面積 6,795.79㎡ 

④ 建築面積 1,449.48㎡ 

⑤ 延床面積 2,956.62㎡ 

 

２ 運営に関する業務 

管理運営方針に基づき以下の業務を実施しました。 

（１） 障害者総合支援法第5条第7項に規定する生活介護 

 

 

 

 

（２） 障害者総合支援法第5条第8項に規定する短期入所 

 

 

 

（３）障害者総合支援法第5条第10項に規定する施設入所支援 

 

 

 

 

（４）障害者総合支援法第5条第12項に規定する自立訓練（機能訓練及び生活訓練） 
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利用実績（人数）
計画相談支援 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
延利用者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利用実績（人数）
保育所等訪問支援 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
登録者数（当月最大登録者数） 5 6 7 8 11 12 12 13 15 15 16 16 136
延利用者数 0 1 3 2 2 1 2 5 3 0 1 2 22

利用実績（人数）
障害児相談支援 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
登録者数（当月最大登録者数） 10 10 10 11 11 11 11 11 11 12 12 13 133
延利用者数 8 2 2 5 2 4 1 1 2 1 3 5 36

利用実績（人数）
基本相談支援 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
延利用者数 12 11 8 7 10 11 16 8 3 10 5 6 107

（５）児童福祉法第6条の2の2第2項に規定する児童発達支援 

 

（６）児童福祉法第6条の2の2第6項に規定する保育所等訪問支援 

 

 

 

 

（７）児童福祉法第6条の2の2第7項に規定する障害児相談支援 

 

 

 

 

（８）障がい児に係る障害者総合支援法第 5条第 18項に規定する計画相談支援 

 

 

 

（９）障がい児に係る障害者総合支援法第5条第19項に規定する基本相談支援 

 

 

 

（１０）その他事業の良好な実施に関すること 

①事業の実施にあたっては、利用者に対してアンケート等によるモニタリングを

実施し、自己点検を行い、改善を図ったことがわかるような掲示等を行うな

ど、常に障がい者（児）の処遇の向上に努めました。 

 

②大阪市立心身障がい者リハビリテーションセンター共有敷地の使用（占有）や

休日等経常と異なる形態で大阪市基幹設備を使用する場合は、事前に書面（任

意）にて申請のうえ、承諾を得ました。 

 

③月毎に建物及び付属設備の点検等を実施のうえ「業務チェックシート」を翌月

２０日までに提出しました。 

 

④ 月毎の利用者実績について「月次報告書」を翌月２０日までに提出しました。 

利用実績（人数） 定員 40
児童発達支援 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計
開館日数 15 20 22 20 20 20 21 20 19 18 19 15 229
登録者数（当月最大登録者数） 80 80 82 84 84 85 84 85 85 86 87 86 1,008
延利用者数 321 430 512 485 512 533 546 498 448 440 486 368 5,579

利用率 60.91%
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⑤ 新型コロナ感染症感染防止対策の徹底 

当センターでは、以下のような取り組みにより、コロナの発生から第 5類に移行

するまでの間は、館内での「新型コロナ感染と濃厚接触が判明した事案」は一例も

ありませんでした。Ｒ５年５月に５類への移行後、対策緩和の方向の中、障がい者

入所支援施設において数名の感染者は発生しましたが、隔離対応などを円滑に行う

事で、クラスター未満の感染数に封じ込めることができ、福祉型児童発達支援セン

ターと合わせ、大きな混乱なく事業継続を行うことができました。 

 

各種対策 

 

・高性能の空気清浄機とＣＯ２濃度計を、全居室・食堂・各訓練室・相談室 

共有スペース・療育関連室などの主要な部屋に設置し換気を徹底実施。 

・訓練終了後に全館消毒作業を実施。 

・大阪市による無償ＰＣＲ検査を隔週で実施。（全職員が対象） 

・大阪府による無償抗原検査を月に１０回実施。（全職員が対象） 

・体調不良者（職員・利用者）には、医療用抗原検査キットを用いた検査 

実施により、感染者（疑いを含む）を早期発見する体制を維持。 

・大阪市保健所による感染予防アドバイスの実施。 
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職員配置

所　属

管
理
者

理
学
療
法
士

作
業
療
法
士

生
活
支
援
員

児
童
指
導
員

言
語
聴
覚
士

公
認
心
理
師

保
育
士

管
理
栄
養
士

看
護
師

嘱
託
医

そ
の
他

（更生部門）
指定障がい者
支援施設

1 1 11.3 1 1 2 1 2.9

（療育部門）
福祉型児童発達
支援センター

1 0.6 2.2 1.2 1 10 1 2 3

※常勤換算法による（ただし、嘱託医・看護師は実人数）

※「その他」には、サビ管・児発管・相談支援専門員・運転手等を含む。

※介護福祉士資格保有者は4人。

1

３ 施設の総合管理に関する業務 

（１）業務上必要な人員の配置、管理、指導、給与の支払及び必要な研修の実施 

業務上必要な人員の配置に加え専門性の高い福祉サービスを提供できる専門

職を多数配置し、管理、指導、給与の支払を実施しました。 

障がいのある職員が、入所者の入浴介助、利用者・児の食事介助、館内清掃な

ど様々な業務に従事しました。 

また、人権研修等必要な研修を実施するとともに、専門性を向上させる機会と

して専門誌等における発表報告を行いました。社会情勢や福祉サービスの変化、

医学水準の変化等をキャッチアップし、専門的な見地から先駆的な療法・プログ

ラムへの取り組みを実施できるよう外部研修の受講も推奨し、受講者による伝達

研修も実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※障がい者雇用実績（３人） 

①入所者の入浴介助員  （H21.4.6～1人） 

②入所者の入浴介助員  （H22.4.1～1人） 

③館 内 清 掃 作 業 員  （ R4.8.1～1人） 
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研修

月　日 内　容 受講数

1 4/19 新入職員のためのサービスマナーセミナー 1名

2 6/1 身体拘束の適正化について 54名

3 6/14 高次脳機能障害（脳損傷による後遺症）就労 1名

4 8/1 虐待防止研修 54名

5 8/27 アセスメントを支援に活かすコツ 4名

6 8/27 高次脳機能障害およびその関連障害への支援 2名

7 8/28 高次脳機能障害およびその関連障害への支援 伝達研修 4名

8 9/１ 平等利用の確保と目的外使用等について 54名

9 9/１ 合理的配慮とは 54名

10 9/23 社会リハビリ 1名

11 9/27 ＳＮＳを利用した広報力向上講習会 1名

12 10/10 大阪市地域リハビリテーション協議会関係機関職員研修 30名

13 10/23,24 ピアサポート研修 1名

14 10/31 合理的配慮について 49名

15 11/12 インリアル研修（入門） 1名

16 11/20 アセスメントを支援に活かすコツ　伝達研修 10名

17 11/30 歯科口腔保健研修 1名

18 11/27・12/1 インリアル研修（こども目線で発達を促す） 20名

19 11/29,30 全国障害者リハ研究集会 4名

20 12/2 社会リハビリテーション勉強会 1名

21 12/5 普通救命講習 21名

22 12/11 ペアトレファシリテータ養成研修 2名

23 12/27・1/12・2/29 新採職員研修（R2～3年度採用者） 2名

24 12/18,20・2/7 新採職員研修（R4～5年度採用者） 2名

25 12/26 サビ管更新研修 1名

26 1/9 職員研修　みんな元気 10名

27 1/19 相談支援ステップアップ研修 1名

28 2/21 堺市高次脳機能障害に対する支援普及事業研修 1名

29 3/14 防災研修 1名

30 3/15 法人職員一斉研修・個人情報保護・障がい者の人権 48名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）大阪市ほか関係官公庁、機関への各種申請・報告・連絡調整 

大阪市ほか関係官公庁からの事務連絡や依頼等について、連絡調整を含め適切

に対応しました。 

 

（３）文書等の適正な管理保存 

    保存文書分類表に基づき対象文書等を適正に管理しました。  
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（単位：円）

決算額
指定障がい者

支援施設
福祉型児童発達
支援センター

内訳

236,402,218 157,098,786 79,303,432

給付費
利用者負担金等

226,031,486 155,481,054 70,550,432

・介護給付費収入

・訓練等給付費収入

・障害児施設給付費収入

・利用者負担金　等

業務代行料 728,000 531,000 197,000 ・光熱費上昇に伴う補填収入

その他 9,642,732 1,086,732 8,556,000
・職員給食費負担金

・法人からの赤字補填収入（820万円）

236,382,789 157,079,357 79,303,432

人件費 175,979,721 107,179,282 68,800,439
・職員俸給

・職員諸手当

・非常勤職員給与　等

事務費 22,333,010 18,228,838 4,104,172
・業務委託費

・保守料　等

事業費 35,541,242 29,419,971 6,121,271 ・訓練指導費　等

その他 2,528,816 2,251,266 277,550 ・固定資産支出　等

19,429 19,429 0

（単位：円）

当年度 前年度
差異

(決算額-計画額)
主な要因

計画額 288,753,000 288,753,000

決算額 236,402,218 235,042,553

計画額 288,753,000 288,753,000

決算額 236,402,218 235,042,553

当年度 前年度
差異

(決算額-計画額)
主な要因

計画額 192,776,000 195,976,000

決算額 175,979,721 170,470,512

計画額 95,977,000 92,777,000

決算額 60,403,068 64,653,183

計画額 288,753,000 288,753,000

決算額 236,382,789 235,123,695

支　出

▲ 52,370,211
・新型コロナウイルス感染症による利用者の減

・退職等による人件費の減

・ガス契約の見直し
合　計

▲ 16,796,279

物件費 ▲ 35,573,932

人件費

▲ 52,350,782

合　計 ▲ 52,350,782 ・新型コロナウイルス感染症による利用者の減

給付費等

収　入

　

収入合計（Ａ）

項
目

支出合計（Ｂ）

項
目

収支（Ａ）－（Ｂ）

②収支状況

①決　算(令和5年度）

（４）収支精算 

収入において、新型コロナウィルス感染症が５月 8日に感染法の２類から５類

に移行後も市中感染は収束せず、インフルエンザ、ヘルパンギーナ、プール熱等

の感染症が広まったことで利用者（児）が感染予防による利用自粛をしたため利

用率が低迷し、決算額が計画額に達しませんでした。支出において、経費縮減等

に努めた結果、決算額が計画額を下回り、更生部門は若干の黒字とすることがで

きましたが、療育部門の収支はマイナスとなったため、法人より赤字補填を受け

て収支はゼロとなりました。 
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（５）施設維持管理、事業運営に必要な各種会議等 

各種会議の通知、開催、運営及び業者との連絡調整、点検、確認及び指導業務

を実施しました。 

・指定管理調整会議・・四半期毎に1回 

・管理職会議・・・・・毎月1回 

・職員会議・・・・・・毎月1回 

・広報委員会・・・・・隔月実施 

・研修委員会・・・・・隔月実施 

・行事交流委員会・・・適宜実施 

・業者との連絡調整、点検、確認及び指導業務・・・適宜実施 

 

（６）電気設備安全点検業務 

日常的に目視等による当該設備の安全点検を実施しました。 

 

（７）防火管理業務 

以下について適切に実施しました。 

・消防計画の作成 

・消火、通報及び避難訓練の実施 

・消防用設備等の点検及び整備 

・火気の使用又は取扱いに関する監督 

・避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理 

・収容人員の管理 

 

（８）労働安全衛生推進業務 

以下について適切に実施しました。(該当案件がない場合は未実施) 

・労働者の危険又は健康障害を防止するための措置に関すること。 

・労働者の安全又は衛生のための教育の実施に関すること。 

・健康診断の実施その他健康の保持増進のための措置に関すること。 

・労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること。 

・安全衛生に関する方針の表明に関すること。 

・安全衛生に関する計画の作成、実施、評価及び改善に関すること。 

・安全衛生委員会の開催（月1回）、議事録作成 

・定期巡視（週1回）産業医巡視（月1回）記録 
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（９）利用者の安全確保及び防災並びに事故発生時等の緊急事態への対応業務 

利用者の安全確保及び防災について策定した「災害対応マニュアル」に基づき、

自然災害（大震災や台風等）に備え非常食等を備蓄しました。台風接近時は最新

情報の入手に努め、利用者および職員の安全確保に努め、敷地内各所で飛散・倒

壊等防止策を講じるなど、強風等による被害を最小限に抑えるための対策を実施

しました。 

事故等発生時の緊急事態への対応について策定した「事故等対応マニュアル」

に基づき大阪市平野消防署の協力を得た普通救命講習Ⅰを実施し、消防法施行規

則（更生部門）児童福祉法施設基準（療育部門）に基づく避難訓練を実施しまし

た。救急救命の手順について職員間で情報共有を図りました。来館者・利用者の

事故や、緊急時に備えて総合賠償責任保険（対人・対物 1億円）に加入しまし

た。 

自然災害や感染症発生により一部の業務を中断せざるを得ない場合でも、優先

業務を実施できるようにＢＣＰ（業務継続計画）を策定しています。 

 

（10）ガス漏れ警報器メンテナンスへの対応業務 

ガス漏れ警報器メンテナンスへの対応を適切に実施し、大阪市立心身障がい者

リハビリテーションセンターによる「月１回数時間ガスの使用全停止点検」の際、

館内の利用者にガス使用機器（空調・給湯）利用停止を周知し、点検終了後に機

器の利用設定復旧作業と利用者への利用再開を周知しました。 

 

（11）その他円滑かつ良好な施設管理に必要な業務 

・助成金を活用し、障がい者支援施設にインカムシステムを導入し、職員間で

のスムーズな情報共有を可能にしたことで、日常業務の負担軽減・緊急時の

迅速な対応を行うことができるようになりました。 

・障がい者支援施設に各種ロボット等（支援員の身体的負担を軽減できるロボ

ットスーツ、適切なタイミングでのトイレ誘導が可能になる排尿管理デバイ

ス等）を導入し、職員の負担軽減や支援の質向上に寄与できました。 

・園バスに置き去り防止装置を設置し、万が一の際の置き去りについても検知

が可能なため、より安全な送迎が可能となりました。 
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４ 建物及び付属設備の維持保全に関する業務 

（１）施設の維持管理・保守点検業務 

「施設維持管理業務実施状況一覧」に基づき、必要箇所についての維持管理と保

守点検業務を実施しました。 

建物の寿命を延ばすために、壁面のひび割れやタイル破損部などに硬化材の充

填などを行いました。 

指定管理者側で修繕を実施した主な箇所は以下のとおりです。 

・１Ｆ浴室の目地補修 

・３Ｆ防犯カメラ修繕・機器更新 

・３Ｆ系統空調機の室外機部品の経年劣化部品修繕・取替工事 

 

（２）施設の警備・保安に関する業務 

防犯・防災設備として「防犯カメラと赤外線センサー」で不審者の侵入等を抑

止し、万が一侵入され１１０番通報が困難な場合でも「非常通報装置」で迅速に

非常通報ができる体制により警備・保安に関する業務を実施しました。 

 

（３）清掃業務（ごみ処理を含む） 

日常清掃、定期清掃、浴室等清掃、ごみ処理、産廃処理を実施しました。 

 

（４）備品管理業務 

管理を要する貸与備品については「更生療育センター本市貸与備品一覧」のと

おり適正に管理しました。 

 

（５）ＡＥＤ日常点検・管理業務 

日常点検を実施しＡＥＤが常に正常に使用可能な状態を維持し「点検結果」を

翌月20日までに提出しました。 

 

（６）その他施設の良好な維持管理に必要な業務 

日常的に目視等による施設の点検を実施の上「業務チェックポイント集」を提

出しました。 
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連携内容

利用児・関係者関連の
相談、連絡、調整
受給者証発行関連の調整・確認

障がい福祉サービスの利用にあたっ
て必要な情報提供及び助言

療育サービスの紹介等
保育所入所・就学等相談・調整
地域生活関連の相談・調整

利用関連手続き
受給者証発行関連の連絡調整
療育サービス利用関連の連絡調整

療育サービス利用関連相談・調整
訓練・受診関連の紹介状等

平野区障がい者基幹相談支援センター

総合医療センター・大阪医科大
大阪発達総合療育センター等各種医療機関

連携先

大阪市こども相談センター
（南部こども相談センター）

区子育て支援室（福祉業務担当）

区保健福祉センター

①更生部門の連携先と連携内容

連携内容

地域社会資源情報入手
在宅受給者証の発行
介護保険の申請

利用者の職業相談・求職登録

住宅の確保・住宅改造

日中活動関連の情報交換
日中活動の受け入れ依頼

職業訓練・復職支援

障がい福祉サービスの利用にあたっ
て必要な情報提供及び助言

地域活動の受け入れ先
センター退所後の受け入れ先

高次脳機能障害のある人の紹介・相
談・データ活用　施設利用の相談・
紹介

連携先

区役所・市役所

職業安定所

区役所地域保健福祉担当窓口
大阪市住まい公社・大阪府住宅供給公社
各地域の不動産会社

区役所地域保健福祉担当窓口・地域ｹｱﾏﾈ
作業所・授産施設・生活介護施設
各地域ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ・地域自立支援ｾﾝﾀｰ各区
相談支援事業所各地域包括支援ｾﾝﾀｰ

大阪市職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ・ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ平野
障がい者就業・生活支援ｾﾝﾀｰ
職業能力開発校・民間企業

平野区障がい者基幹相談支援センター

グループホーム・入所支援施設
高齢者施設

大阪脳卒中医療連携ネットワーク
大阪市中南部高次脳機能障がい包括
ケアネットワーク・各種医療機関

受入部門 実　 習 見　 学
更生部門 1名 181名（うち学生17名）
療育部門 5名 103名（うち学生5名）

５ 関係機関との連絡調整 

関係機関・団体等のネットワークの構築により、地域の特色をふまえた円滑な施

設運営に努めました。また、次世代の福祉人材を養成するために、各種機関等から

の実習・見学等を受け入れました。 

 

（１） 更生部門の連携先と連携内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 療育部門の連携先と連携内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 見学・実習受け入れ 
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６ 障がいのある人への合理的配慮の提供・平等利用の確保 

 

当該業務が大阪市の事務又は事業の実施であることから、障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）に基づき、大阪市が定めた「大

阪市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」を踏まえ、

過重な負担が生じない範囲で、障がいのある人が障がいのない人と同等の機会が確

保できるよう環境への配慮に努めるとともに、障がいのある人の権利利益を侵害す

ることとならないよう、個々の場面において必要とする社会的障壁の除去について、

合理的な配慮の提供に努めました。 

平等利用の確保については、正当な理由なく利用を拒むことはなく、利用に際し

て不当で差別的な取扱いは行いませんでした。 

 

（１）合理的配慮の提供 

更生部門 

・障がい特性に応じた「訓練プログラムの作成」「食堂の座席配置」。 

・貸出用車いすを施設見学者や利用者の体格差に対応した各サイズで用意。 

・重度障がいでも利用可能なトレーニング機器の導入。 

 

療育部門 

・子供の体格・体形にあった環境整備「水道の高さ」「便器の大きさ」。 

・アレルギー、咀嚼：嚥下機能の発育に応じた食事提供。 

・子供の強みを考慮した、見通しが持てる手順書やスケジュール表の作成。 

 

（２）平等利用の確保 

更生部門・療育部門ともに、平等利用の確保についての研修や指導等を行い職

員の意識を高めました。 
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７ その他市長が必要と認める事項 

 

（１）実施事業 

 

①更生部門 

①-1 計画  

身体障がい者を対象に自立した日常生活または社会生活が行えるような支援 

 

①-2 実施 

ⅰ）医学的リハビリテーション 

現有機能の維持・向上を目的とした機能訓練を中心に、各人の障がいに応じた

効果的な訓練プログラムを作成し、ア）理学療法 イ）作業療法 ウ）言語療法

の 3分野を中心に、身体機能・言語機能・認知機能の訓練や日常生活動作の獲得

に向けた支援を実施しました。エ）高次脳機能障がい者に、専門性を活用した積

極的な支援を実施しました。オ）その他支援として復職・就労支援、家族支援も

実施しました。 

 

ア）理学療法 

アクティブアプローチ（筋力トレーニングマシンやスリングといった訓練機器

を活用し利用者が積極的にエクササイズに取り組む）による支援を実施しました。 

 

  

機能訓練 ・アクティブアプローチ 

・基本的動作訓練（寝返り、立ち上がり、歩行、姿勢保持等） 

・運動療法（筋力強化、関節可動域訓練、バランス訓練等） 

・自主訓練指導 等 

外出訓練 ・屋外歩行訓練 

・交通機関利用訓練（地下鉄、バス等） 

・車椅子操作訓練（電動車いすを含む） 

・スポーツ訓練（障がい者スポーツ大会の参加、練習等） 等 

家族・介護者への 

指導 

・介助方法の指導 

・自主訓練のチェック方法等の指導 等 
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イ）作業療法 

生活に密着した動作のＡＤＬ（日常生活動作）、ＩＡＤＬ（手段的日常生活動

作）に対して訓練を実施しました。ＡＤＬは『機能的自立度評価：Functional 

Independence Measure(FIM)』を実施し訓練を実施しました。高次脳機能障がい

者に対する訓練についても言語聴覚士と連携のうえ実施しました。 

ＡＤＬ、ＩＡＤＬ 

訓練 

《ＡＤＬの訓練内容》 

・食事動作（自助具の適応訓練、姿勢チェック等） 

・更衣動作（動作指導、衣類の工夫等） 

・入浴動作（洗身動作、移動等） 

・整容動作（爪きり、髭剃り、口腔衛生等） 

《ＩＡＤＬの訓練内容》 

・洗濯（自助具の工夫、干す・たたむ等） 

・調理動作（片手動作等） 

現有能力の活用訓練 作業能力を高めることで、意欲・自信を増大させていくこ

とを目的とした訓練を実施しました。 

《訓練内容》 

・木工作業（利き手交換も含む） 

・手工芸作業（木彫、書道等） 

・園芸作業 

職業前評価 マイクロタワー法を利用し、職業能力を評価すると共に、 

作業能力を高める目的の評価を行いました。 

・空間関係の能力 

・事務的作業能力 

・金銭計算などの能力 
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ウ）言語療法 

失語症・運動障がい性構音障がいなど、言語によるコミュニケーションが困難な

利用者に対し、言語機能及びコミュニケーション能力の改善を目的に訓練を実施し

ました。 

言語機能

訓練 

言語機能の評価に基づき、失語症・運動障がい性構音章がいの改善目

的に機能訓練を実施しました。 

《訓練内容》 

・「聞く」能力／「話す」能力／「読む」能力／「書く」能力に対す

るアプローチ 

・発声・発話器官・発音に対するアプローチ（明瞭な話し方の習得） 

コミュニ

ケーショ

ン能力を

高める 

訓練 

障がいを補い可能な方法でｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝできるよう支援しました。 

《訓練内容》 

・代償手段の開発（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ﾉｰﾄ、描画、書字による伝達） 

・家庭や外出先でのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの練習（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ）と実地練習 

・グループ活動（活動計画立案、時事話題の発表） 

 

エ）高次脳機能障がいへの対応 

作業療法士と言語聴覚士が連携し、脳外傷・クモ膜下出血・脳出血・もやもや病

などに起因する注意障がい・遂行機能障がい・記憶障がい・社会的行動などの支援

を行いました。地域での一人暮らしを希望される場合、支援者への各個人の特性説

明・環境調整を行いました。 

・注意障がいへのアプローチ（ハンドベル、計算等） 

・記憶障がいへのアプローチ（メモの活用、グループ訓練） 

・遂行機能障がいへのアプローチ（環境設定、手順の簡略化） 

 

オ）その他の支援 

復職・就労

支援 

復職希望の場合、高次脳機能障がいについての情報提供が必要な場合

が多く、職場との調整を実施しました。職業訓練校入学を希望される

ケースについては、受験に対する支援を実施しました。 

家族支援 言語機能についての理解を促し、有効なコミュニケーション方法や接

し方について説明し、家族内でのコミュニケーションの機会が増える

よう連絡帳等を活用した支援を実施しました。 
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ⅱ）社会リハビリテーション 

地域の自立生活センターのピアカウンセラーや、自立生活されている当事者等と

連携し、身体的ハンディキャップを抱えながらも、前向きにいきいきと「生きる力」

を高めることを目的に以下を実施しました。特に、脳血管障がいの利用者の割合が

多いことから「障がいのある自分を認識し可能性を実感」でき「新たな生活・人生

の再構築」が可能となるような支援の提供に努めましたが、コロナ禍の影響で活動

制限を余儀なくされました。 

 

・自立生活者宅訪問（自立生活の実際場面の見学） 

・ピアカウンセリング（自分の思いを語る、感情の表出、他者との共感） 

・外出（計画から始め、公共交通機関の利用を経験） 

・栄養面の勉強会（食事に対する考え方、健康管理について考える） 

・調理（メニュー決定、買い物、実践を経験） 

・福祉制度の勉強会等（自分が使うことができる制度についての知識向上） 

・社会資源の見学（作業所、グループホーム等） 

 

ⅲ）健康管理 

定期健診の実施や体調不良者への対応、訓練可否判定など、利用者の健康管

理には充分な注意を払いました。給食提供時には管理栄養士が中心となり、個々

の嗜好を尊重し適温での提供に努めました。 

 

ⅳ）退所支援 

退所者９名中、地域移行８名（家庭復帰６名、単身生活１名、グループホーム 

１名） 他施設入所１名 

① -3実施結果の振り返り  

事業目的である「自立した日常生活または社会生活が行えるよう」ということについ

て、単身生活及び地域移行が可能となった利用者は８名という結果に繋がりました。 

利用者の重度化が進んでいますが、支援内容の充実を図り、地域生活への移行が可能と

なるよう、今後も取り組みを継続していきたいと考えます。 

 

① -4 改善策 

重度化に対応するため、移乗介護ロボットを導入（レンタル）し、これまで受入れ困

難であったケースの受入れが可能となりました。今後もＩＣＴの導入を具体に進めなが

ら、この分野の情報収集に努めます。 
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②療育部門の実施事業 

②-1 計画 

多様な発達に障がいがある子ども総合的な支援 

 

②-2 実施 

専門的知識とスキルを活用したプログラムを実施しました。理学療法が必要な子

どもを受け入れる親子通園に加え、子どもが単独で通う「親子分離型通園」も「保

育所や幼稚園への入園前の準備」あるいは「保育園や幼稚園に替わるプログラム」

として利用していただきました。 

 

ⅰ）療育の形態 

医師、保育士、その他専門職による総合的な評価（保護者面談・児の臨床観

察等）を行い、個別支援計画を作成し、チームを組み、集団やグループ支援、

個別支援を組み合わせた療育を実施しました。さらに一人ひとりに応じたオー

ダーメイドプログラムを提供しました。一例として歩行を獲得していない子ど

もには、個別やグループ支援を行い、障がい児療育支援事業も活用した身体機

能の向上や、医師の指示に基づく理学療法士による個別支援を行うなど、状況

に応じて、必要な形態や内容を組み合わせた療育を提供しました。 

 

利用検討中の保護者には、児童福祉サービスについて、相談支援専門員が公

平・平等に情報を提供し、保護者の葛藤などに誠実に向き合いながら、診察や

個別支援場面の利用で不安を軽減し、療育利用の意欲を高めていけるよう関わ

りました。 

 

親子通園は１０クラスの集団を土台として、理学療法・言語療法・栄養相

談・保育等の個別支援を提供しました。理学療法支援では、移動手段として歩

行が可能となり、さらに階段昇降等の応用的な歩行も可能となるなど、運動機

能面の向上が見られました。 

 

栄養相談では、管理栄養士が保護者とともに日々の食事量を確認していく

等、個別的なニーズに対して支援を提供しました。また、生活の中で食育（食

材を見る・触る等）を取り入れるための提案をすることで、偏食への具体的な

対応方法やその実践ができた実例もありました。 

保護者のニーズと子どもに必要な支援を適切に把握し、今後も療育プログラ

ムの柔軟な利用方法やニーズを満たすサービスを検討していく予定です。  
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子どもの発達や年齢に必要な遊び ごっこ遊び、運動遊び、集団遊び、リズム遊び

造形・絵画遊び

親子の愛育を育てる遊び 社会的なルールや役割を伴う遊び

時間や場所の整理 スケジュール、手順書

作業などの構造化 写真やシンボルを利用

社会的技能 挨拶、準備、片付けなど

発達の評価や言語獲得支援 コミュニケーション評価、発音の改善や語彙を増やす

認知・学習支援 積み木、描画、はめいた、玩具の操作

対人への意義と反応 人に興味を持つ、人に発信、非言語行為の位置づけ

他者からの発信への反応 大人から、子どもから、子ども同士

他者との交流 大人と、子どもと、子ども同士

手の操作～応用動作～物の操作 握る・つまむ・離す～くぐる、またぐ～はしご昇降

一連の動作の行動 力や活動性の調整、衣服の着脱、入浴等動作の連鎖

基本的動作と応用的動作 寝返・四つ這い・座位保持・歩行・地道・坂道・階段

ｄ.姿勢や運動機能の向上をめざした支援

ｃ.身体操作や物の操作から一連の動作を遂行できるための支援

ｂ. コミュニケーション（人との交流支援）

ａ.遊びや生活力を高める支援

ⅱ）療育の 4つの視点 

子どもと保護者へ「わかる・できる・楽しめる」療育を提供しました。子ども

の発達支援に加え、保護者の成功体験は、育児への自信と、良好な親子関係を育

む力となります。提供した療育の「４つの視点」は次の通りです。 

 

ア）発達支援という視点 

発達とは年齢に伴う連続的な心身の変化であり「生得的なプログラムによ

る心身の変化である成熟」と「環境によって成立する学習」の２つの要因が

それぞれ密接に関係しています。環境によって成熟が影響されることや、学

習がなされるために成熟を待つ必要もあります。これらがバランスよく影響

し合えるような視点での支援を実施しました。 

 

今何をするのかが分からない時には、環境設定（シンボルやスケジュール）

を整えて提示することで、活動参加の機会が増え自発的な行動の開始が見ら

れました。視覚支援（手順書や写真）の活用で、物の操作性が向上したケー

スもありました。発音の改善と語彙を増やすことや認知力を伸ばす取り組み

では、各種視覚支援（文字や写真、絵カード）の活用で、発語はないものの

自発的な要求表現が可能になったケースもありました。 
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生活状況の把握と支援
子どもの生活状況（生活習慣および健康状態）
睡眠・食事・更衣・排泄といった生活習慣への支援
家族の状況（父母・きょうだい・祖父母など）

地域との関係性
家庭児童相談室、保育所、他児発支援機関等との連携
医療機関との連携（情報共有、受診・検診・治療等

将来の見通しが持てる機会づくり
保護者教室等を通した情報共有
障がいがある学齢期や青年期の方に接する機会づくり
→コロナ禍のため秋祭りを中止

子どもの理解に繋がる機会づくり
行動の背景を説明する
関わり方を提案し成功体験につなぐ

家族の理解に繋がる機会づくり
きょうだい同伴療育→コロナ禍のため中止
父親祖父母との通園の積極的な働きかけ

地域の集団に参加するための支援 所属機関と連携、情報共有（保育所訪問事業）

地域の保育所・幼稚園等への支援 コンサルテーション等

イ） 生活支援という視点 

 

 

 

 

 

ウ）保護者（家族）支援という視点 

 

 

 

 

エ）地域支援という視点 

 

 

感染対策が続く中、全体行事（保護者教室や家族が療育に参加する機会）の

実施には様々な困難が伴いました。 

 

ⅲ）４つの視点を支える専門性の確保 

 ４つの視点（発達支援・生活支援・保護者支援・地域支援）を支える職員の専

門性を確保し、児童発達支援センターの機能を最大限に発揮した療育を提供しま

した。専門性の確保のための外部研修は、オンラインを活用し、従来の実施方式

で必須だった研修会場への移動時間等の負担が減ったことで、多くの職員が研修

会へ参加する機会を増やすことができ、さらに研修受講者による部門内での伝達

研修の充実化に充当することができました。 

 

②-3 実施結果の振り返り 

   低年齢の子どもの支援プログラムとして、クラス編成の少人数化で、それぞれの

子どもの発声や発話の機会が増え、遊びかたに多様性を加えることができました。 

また、年長の子どもを対象として、小集団での就学前支援を実施しました。就学

に対するイメージを持つことができ、今取り組む課題や支援を保護者とともに共有

し課題を明確化することができました。 

 

②-4 改善策 

さらに多様なニーズに対応できるよう、低年齢の子どもや就学に向けた支援プロ

グラムの内容の拡充を検討します。 
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③その他の実施事業 

 利用者のセンターでの活動をサポートするとともに、保護者への情報提供やボランテ

ィアの育成など、障がい児・者が社会参加するための環境整備につながるような事業を

実施しました。 

 

ⅰ）レクリエーション活動の実施（更生部門） 

センターでの生活に楽しさや潤いを見出し、個々の利用者の積極的な社会参加を促

進するためのレクリエーション活動を企画しましたが、コロナ５類移行後の６月下旬

に利用者のコロナ感染者が複数発生したため上半期の行事を中止しました。 

行事名 場所 実施月 総参加数 

観桜会 造幣局 中止 0名 

ボッチャ大会 センター内 中止 0名 

モルック大会 センター内 11月 2日(木) 45名 

クリスマス会 センター内 12 月 21日(木) 50名 

新年お楽しみ会 センター内 2月 8日(木) 51名 

 

ⅱ）健診の実施 

 

行事名 場所 実施月 総参加数 

定期健診（更生部門） センター内 R5.4・5・6 

7・9・10・11 

R6.1・2 

58名 

  

ⅲ）保護者および家族向けの研修会等の実施（療育部門） 

センターでの療育状況や子どもの障がいへの正しい理解など保護者に必要な情

報を提供し、保護者教室は密を避けた環境で少人数で実施しました。 

行事名 場所 実施月 総参加数 

保護者研修会 センター内 R5.6・7・11・12 66名 
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書道教室 －名 ピアカウンセリング －名

そろばん教室 －名 囲碁将棋教室 －名

パソコン教室 －名 喫茶コーナー －名

療育部門 －名

－名

２名

更生部門

共　　通

夏季プログラムに伴う利用児のきょうだい対応

秋祭り

園　芸

ⅳ）市民ボランティアの育成活動の場の提供 

障がい者・児との交流の場づくりと障がい者・児およびその保護者への理解を深

める啓発活動の一環としてボランティアの積極的な受け入れと育成を長年行って

きましたが、コロナ禍で令和２年度から中止しておりましたのを下半期より、市中

の感染状況等を考慮しながら徐々に再開することとしました。 

なお、館外で活動が可能な園芸については、コロナ禍でも途絶えることなく継続

的に、利用者に花や野菜の栽培を指導していただきました。 

 

 11/6～ 3 

 

 10/25～ 1  

 

 

 

  

ⅴ） 市民啓発事業・市民交流事業 

ア）市民と利用者交流の場｢センター秋祭り｣の開催 

市民啓発と利用者交流の場としてリハビリテーションセンターと連携し長年

実施してきた「センター秋祭り」を、感染防止対策に配慮した新形態の「秋祭り

Ｗｅｅｋ」に刷新し、実施を予定しましたが、コロナ感染者が数名発生したため

中止しました。 

行事名 場所 実施年月 総参加数 

秋祭りＷｅｅｋ クレオ大阪南 R5.10→中止 －名 

（更生部門 －名） 

（療育部門 －名） 

 

イ）地域の子育て支援イベントの実施（療育部門） 

第１６回ひらの子育てフェスタにおいて、毎年同事業に携わっている子育て関

連機関等として、スタンプラリーの用紙に、当センターの紹介文を記載していた

だくことで市民への周知に努めました。 

 

 

 

 

 

 

3 

1 
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（２）サービス向上・利用促進策 

多様化する利用者ニーズの把握を通じサービス向上と利用促進を図りました。 

①更生部門 

個別支援計画

の作成 

・個別支援計画の作成とサービス提供の流れについて見直しを行

い、訓練評価やモニタリング機能を強化し、より一層システムの

充実を図りました。 

病院連携の 

強化 

・地域の病院と連携し、治療の段階が終了したものの、訓練が必要

とされる方の、センター入所までのスムースな支援体制を作り、

利用促進に努めました。また、医療機関で構成されている、大阪

脳卒中連携ネットワークにオブザーバーとして参加し、医療機関

とのネットワークづくりに努めました。 

訓練 

プログラムの

充実 

・高次脳機能障がい者対象の記憶訓練プログラムを実施しました。 

・復職希望者を対象に復職訓練プログラムを実施しました。 

・社会生活力プログラムに訓練士全員が参加する事でプログラム内

容を充実させました。また、失語障がい者への社会生活力プログ

ラムを別に設定することで、失語のある人の社会生活プログラム

の利用促進を図りました。 

・健康面に対する評価、支援プログラムを実施し、再発防止の重要

性についての理解が深まるよう努めました。 

・「ワンデイプログラム」という新たなプログラムを立ち上げ、利用

者自身で「考え」「判断し」「行動する」場面を積極的に設定し、

高次脳機能障がいのある方への支援の充実に努めました。 

地域移行の 

強化 

・地域移行を円滑に行う為に、入所早期から家庭訪問を実施し、環

境調整の必要性・問題点を明確にし、それらを解決するための訓

練プログラムを提供しました。 

・退所者１７名の内１５名の地域移行を行いました。 
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広報活動の 

強化 

・センターのサービス内容を十分に理解していただくため、大阪脳

卒中医療連携ネットワーク会議（大阪市及び周辺地域の脳卒中医療

にかかわる医療機関－約７０機関）に出席し、医療関係機関等への

利用促進を兼ねた広報活動をＺＯＯＭ等を活用し実施しました。 

・パンフレットを医療機関に郵送し申込書類はホームページからダ

ウンロードできるようにしました。 
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②療育部門 

積極的な通園 

への働きかけ 

・既存の通園日を限定せず各家庭の状況に応じ利用する日数の調

整などを行い積極的な通園利用を働きかけました。 

・療育利用にあたって、保護者のニーズを丁寧に聞き取り、見学日

を設定し具体的な療育がイメージできるよう取り組みました。 

広報活動の強化 

 

・低年齢児（１歳前後のダウン症児やことばの遅れを主訴とする２

歳前後の子ども）の相談は、各区保健福祉センターや市内の医療

機関へプログラム等の情報を提供し、年度途中からの利用もで

きるよう情報を共有しました。 

通園日数確保と 

通園児の兄弟姉妹

参加型プログラム

設定 

・学校園の夏・冬休みは閉館日を設定せず、継続的利用ができるよ

う通園日数の確保に努めました。 

・通園児の兄弟姉妹が療育に参加する機会は、感染対策（アルコー

ル消毒・人数制限等）に努めながら実施しました。 

並行通園児の 

支援の強化 

・保育所等との並行通園児には、保育所等訪問支援事業を活用した

支援に取り組み、所属園職員の見学を積極的に受け入れ、具体的

な支援方法や情報の共有に努めました。 

多様な食事の提供

と相談・助言 

 

 

 

・偏食やアレルギーのある子どもには、保護者からの聞き取りや書

面等をもとに、個別的な対応やアレルギー食を用意しました。ま

た各々の子どもに応じて、幼児食・刻み食・やわらか食等の調理

形態で給食を提供しました。 

・管理栄養士は給食場面に適宜加入し、保護者の食生活の相談に応

じ必要な助言を行い、緊急時に対応できるように毎食１～２食

の予備を準備しました。 

 

保護者の意識向上 

 

・家族支援の一環として、感染症対策や健康管理等の情報提供や説

明を行いました。 

・体温や体調の確認などで感染対策に努めました。 

・障がいの特性や具体的な関わり方など、保護者が子どもとより良

い関係を保ちながら育児力を高めていけるよう定期的に保護者

教室を行いました。 

継続した保護者 

支援強化 

・センターから地域（保育所・幼稚園・小学校）に生活のベースを

移行した場合であっても、相談や助言のシステムを継続し、保護

者支援に取り組みました。 
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（３）管理経費縮減・環境への取組状況 

①管理経費の縮減 

サービス水準の確保を図りながら、経費縮減への取り組みを行いました。 

・臨時職員の配置への継続的な実施 

・給食提供の業務委託化 

 

②エネルギー縮減への取組 

日々の施設管理を通じて、エネルギーの縮減に努めました。 

・夏季の「軽装勤務」の推進 

・夏季および冬季の冷暖房温度の適正な設定 

冷房運転時：室温２８度基本設定 

暖房運転時：室温２０度基本設定 

 

③３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進 

３Ｒの推進に積極的に取り組みました。 

・ゴミの分別、再生紙の利用等のリサイクル推進に努めました。 

・廃棄物の発生抑制に努めました。 

・施設の敷地内での植栽の保全、花の栽培など緑化推進に努めました。 

・両面コピーの実行等によりコピー用紙使用量の縮減を図りました。 

・再生紙など環境配慮商品の積極的利用と購入に取り組みました。 

         

 

（４）利用者からの意見等への対応状況 

投書箱を設置することで利用者からのご意見収集体制を整え、ご意見について

迅速に対応するように努めています。 
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（５）モニタリングの実施状況 

当センターで提供するサービスについて、利用者およびご家族の要望・評価を

把握するため、ケースワーカー等の担当職員が、適宜ヒアリングを行いました。 

利用者の要望・評価を定量的にも把握できるようアンケートを実施しました。 

① 更生部門のモニタリング 

 毎週木曜日の午前の時間帯に、利用者からの施設生活に関しての意見・要望

や提案を受け入れる「定例全体集会」を実施しました。 

② 療育部門のモニタリング 

 個別支援計画に基づくモニタリングは、計画に沿って必要な時期に担当職員

等が対応する機会を設け実施しました。モニタリングをもとに、担当者会議

を開催し、個別支援計画の作成・見直し・変更等を行っています。保護者の

要望や困りごと、子どもの現状等を保護者と共通理解できるような機会（個

人懇談や個別支援場面）を必要に応じて設定しました。 

 

③ アンケートの実施 

 モニタリングの一環として、要望・評価を客観的に把握できるように、更生

部門・療育部門で、利用者アンケートを実施しました。 

 

更生部門 

専門性の高いサービス提供については高評価であり、更にきめ細かな

サービスが提供できるよう業務の効率化の検討が必要だと考えられま

す。 

 

療育部門 

児童発達支援計画に沿った支援が行われていることについては高評価

であり、更にきめ細やかなサービスが提供できるよう業務の効率化の検

討が必要だと考えられます。 
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（６）個人情報保護への取組状況 

当協会は、大阪市の「健康福祉分野における個人情報取扱事業者が定める規程

の参考例」に基づき、「個人情報取扱運用細則」を作成し、業務上取り扱う個人情

報については、当該運用細則、厚生労働省の「福祉関係事業者における個人情報

の適正な取扱いのためのガイドライン」、および大阪市個人情報保護条例に基づ

き取扱いました。 

 

・個人情報保護に関する窓口および責任者を設置しました。 

・法人全体でＬＡＮを厳重管理し外部からの侵入に伴う情報流出を防ぎました。 

・職員が名札を使用することによって外部者との識別を明確にしました。 

・個人情報記載書類は施錠可能な場所に保存し、厳重に管理しました。 

・職員に対する継続的な周知で個人情報取り扱いに対する意識を高めました。 

 

（７）女性活躍促進の取組み 

当協会は、多様性のある職場環境の整備を重視し SDGｓの目標５「ジェンダー

平等を実現しよう」を推進するためにも、女性の活躍を応援しており、計画期間

（令和 2 年 9 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日）内に管理職に占める女性労働者の割

合を 40％以上にする目標を定めており、本年度の達成率は 25%でした。 


